
.はじめに

今日、わが国は「少子高齢化」という深刻な課題を

抱え、各種の制度・政策が展開されている。こうした

中で高齢者の精神疾患については、一般的に認知症が

広く知られているところであるが、その一方でうつ病

の有病率が高いことが指摘されている 。また、その誘

発因子として近親者との死別、社会的役割や家庭内の

役割の変容もしくは喪失など、老年期を迎えて訪れる

特有の社会的要因によるところが大きいと指摘されて

いる 。またそれらは個々の状況や各々が生活を営む

地域により異なる様相を呈すると考えられている。

長崎県において離島を所轄する長崎県壱岐保健所は、

平成25年度の現状について、精神障害者保健福祉手帳

所持者215人(同年人口の0.75％)、自立支援医療(精神

通院医療)受給者305人(同年人口の1.1％)と島内の精

神障害の現状と精神保健福祉制度の利用状況を報告し

ている 。この数値は長崎県全体においてやや高値を

示している。こうした背景のなかで離島における精神

保健福祉対策についての具体的な対策案を検討する必

要があると考える。

.目 的

長崎県壱岐市は福岡市から北西に約80㎞の玄界灘に

位置する離島である。2015年１月の人口は28,433人・

11,632世帯で、若年層の就学や就職による島外への転

出などから年々減少傾向にあり、2015年の高齢化率は
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35.2％と同年の全国平均26.8％を大きく上回っている

(人口・高齢化率：壱岐市公表)。こうした高齢化を反

映して、島内の就業者数の割合では医療・福祉が11.9

％と増加傾向にあり、従来からの漁業は8.6％、農業は

14.0％に止まっている(2010年国勢調査を基に壱岐市

公表)。こうした状況の中で、長崎県壱岐病院は救急医

療をはじめ、島内の中核的医療機関の役割を果す総合

病院として地域医療を担っている(精神科病床の運営

については2011年７月より休床中)。

筆者らはうつ病の高齢者の地域生活に焦点をあてな

がら、島内の特徴的な地域性を踏まえて、高齢者のう

つ病の誘発因子と考えられる個々の社会的背景に着目

した。個々人の社会的背景を検討する場合、それらは

多種多様と思われるが、目的に沿って幾つかの共通す

る因子を見出すことが重要となる。特にうつ病の高齢

者の社会的背景を把握するうえで、家族など「基礎的

な社会集団」 について調査することが不可欠と考え、

これらを踏まえて幾つかの調査項目から得られた結果

をもとにして、精神保健福祉士の立場 から、今後の精

神保健福祉対策について検討することを目的とした。

.対象と方法

本研究では、離島という地域環境にある長崎県壱岐

病院精神科外来に通院するうつ病の高齢者の社会的背

景について、外来診療録を使った後方視調査を行った。

１.対 象

精神科外来において、2014年１月から2015年１月ま

での通院者576人のうち、65歳以上の高齢者247人(全通

院者の42.9％)を対象とした。男女別では男性80人、女

性167人で、平均年齢(±標準偏差)は79.1歳(±8.26)で

あった(図.１)。また、疾病構造では認知症が32.8％と

最も多く、次いでうつ病が28.0％であった(図.２)。

本稿における対象事例は、図.２で示した主病名うつ

病の69人とした。対象事例は男性22人、女性47人と女性

が多数で、また平均年齢(±標準偏差)は76.9歳(±7.13

)、年齢構成では80歳代の女性が多いという特徴を示

した。男性の平均年齢(±標準偏差)は74.8歳(±7.28)、

女性の平均年齢(±標準偏差)は77.9歳(±6.8)と女性

が上回っていた(図.３)。また、対象事例の86.9％が、

高血圧や糖尿病などの身体合併症を有していた。

２.方 法

本稿における対象事例の97.0％が島内の出身者であ

ることから、家族を構成する基礎的単位であり生活を

営む基盤となる「世帯構成の状況」、また社会的役割や

家庭内の役割を検討する指標として「従事していた職

業」、さらにうつ病が危険因子の１つと考えられている

自殺問題について対象事例の「自殺未遂の既往」など

を外来診療録から調査を行った。

.結 果

１.「世帯構成の状況」

「世帯構成の状況」については、１)「配偶者と２人

暮らし」世帯(44.9％)、２)「子供等と同居」世帯(33.3

％)、３)「単身生活」世帯(21.8％)に分類することが

できた。(表.１)。

１)「配偶者と２人暮らし」世帯

配偶者と２人暮らしとなった経過については、元来

子供がいない事例は５人(16.1％)、島外に子供が居住

している事例は８人(25.8％)、島内に子供が居住して

いるが同居していない事例は18人(58.1％)であった。

２)「子供と同居」世帯
図.１ 精神科外来65歳以上の通院患者年齢構成

(2014年１月～2015年１月/n＝247)

図.２ 精神科外来65歳以上の通院患者の疾病構造
(2014年１月～2015年１月/n＝247)

図.３ うつ病高齢者の年齢構成(n＝69)

女性(n＝47)男性(n＝22)全体(n＝69)世帯構成の類型

22人(46.8％)

16人(34.0％)

９人(19.2％)

９人(41.0％)

７人(31.8％)

６人(27.2％)

31人(44.9％)

23人(33.3％)

15人(21.8％)

配偶者と２人暮らし

子供等と同居

単 身

表.１ 男女別にみたうつ病高齢者の世帯構成の類型
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子供と同居については、実子の息子と同居している

事例が多数であった。同居の形は老夫婦と次世代家族

(若夫婦と孫)となるが、最多同居者数は８人、最少は

親子２人(高齢の親と中年の子供)の２人であった。平

均同居者数は4.17人(±1.76)で、壱岐市の平均世帯構

成員数の2.4人(壱岐市公表)を上回っていた。

３)「単身生活」世帯

単身生活となった経過については、15人中14人(93.3

％)が配偶者との死別もしくは離別、１人は配偶者が高

齢者福祉施設に入所中であった。また、元来子供がい

ない事例が５人(33.3％)、子供が島外に居住している

事例が７人(46.6％)、子供が島内に居住している事例

が３人(20％)であった。全ての事例で、子供の就学・

就職などにより島内外で別居し、配偶者との２人暮ら

しとなり、その後に配偶者の死別・離別により単身と

なったという共通点を有していた。

２.「従事していた職業」

「従事していた職業」ついては、男性は会社員、公

務員、団体職員が40.8％に達し、社会的な定年制度が

導入されている業種の割合が高かった。一方、女性に

ついては専業主婦が36.2％と最も多く、次いで農業

21.2％、自営業12.8％の順であった(表.２)。特に専業

主婦と農業を合わせると57.4％を占め、社会的な定年

制度が設けられていない業種の割合が高く、男女の異

なる傾向が顕著に表れた結果となった。

３.「自殺未遂の既往」について

当科受診前あるいは受診後において、男性５人(男性

の22.7％)、女性５人(女性の10.6％)に自殺未遂の既往

が認められた。

.考 察

家族社会学の視点からの家族ライフサイクルでは、

家族としての出発段階について、核家族として子供の

いない新婚夫婦２人から成る「夫婦中心家族」、親世代

と子供のいない新婚夫婦２人(後継子の結婚)から成る

「直系制家族」(２世代、３世代家族)に大きく分類さ

れ、その発達過程は家族の成長として考えられてい

る 。一方、老年期は家族ライフサイクルからみると最

終段階であり、その特徴について「自身やパートナー

の老化に直面し、さまざまな喪失に対処していかなけ

ればならない段階である」 と示されている。

本研究では「配偶者と同居」世帯、「子供と同居」世

帯、「単身生活」世帯の３類型の世帯について、各々の

出発段階から、子供の成長や親との死別などの家族内

の出来事(life event)を体験して最終段階の老年期の

調査である。こうした家族の発達過程について、この

間の家族状況を明確に調査することが困難であったが、

対象事例と子供世代との関係など家族関係を把握した。

その結果、「配偶者と２人暮らし」世帯では、個々の状

況によって配偶者と２人暮らしとなった経過、うつ病

発症の要因や契機については異なるものの、子供が島

内に居住しているが同居していない事例(58.1％)と、

子供が島外に居住している事例(25.8％)と合わせて

83.9％となり、近隣に子供がいない状況であること、

また外来診療録から、身近に相談できる近親者の不在

など、近い将来或いは現在の地域生活に不安を抱えて

いるという点で共通していた。

「子供と同居」世帯では、壱岐市の平均世帯構成員

数を上回っていた。外来診療録からうつ病発症の契機

となった出来事は、退職などによる社会的役割の変容

や喪失、また世代交代による家庭内の役割の変容や喪

失などが関連したと考えられた。

「単身生活」世帯では、配偶者と２人暮らしから配

偶者との死別もしくは離別により単身生活となってい

た。この離別体験が、うつ病発症に関連していたと考

えられる。「単身生活」世帯には、子供世代の島外への

転出率(46.6％)が高く、孤立化する地域性が背景にあ

ると考えられた。

老年期は「喪失の段階」とも言われ、その課題解決

策の１つは「喪失への適応」である。それらは身体的・

精神的健康の喪失、近親者との死別などの喪失、社会

的な役割の喪失などから「孤立」に陥ると言われ、う

つ病発症の危険因子の１つとして考えられている 。

本稿で述べた３類型の「世帯構成」においては、生活

を営む地域内の孤立、家族内の孤立、家庭内の孤立と

いう要因を共通して秘めていたように思われた。

壱岐市には従来から「隠居制」という家族制度が存

在している。西日本地域の農漁村には「隠居制」とい

う家族制度が継承され、長崎県壱岐市においても「隠

居制」が継承され存在していることが報告されてい

る 。隠居制家族について、上野 は「地域社会に規制

された家族内部において、居住分離を基本とするある

程度独立した複数の生活単位を形成する家族制度であ

る」と定義している。壱岐市では家族が同敷地に「隠

居」と称した建物に引退した老夫婦が住まい、夫婦の

どちらかが死去しても再構成されず継続して「隠居」

に単身で住まう事例が多くある。その生活様式は家計

や食事を別にすることも少なくないと報告され 、同

敷地内に同居の形ではあるが老夫婦が孤立する可能性

男 性(人数＝22)職 業

22.7％(５人)

13.6％(３人)

4.5％(１人)

27.6％(６人)

4.5％(１人)

18.1％(４人)

－

－

9.0％(２人)

会 社 員

公 務 員

団体職員

農 業

漁 業

自 営 業

専業主婦

そ の 他

不 明

表.２ うつ病高齢者が従事していた職業

女 性(人数＝47)

4.3％(２人)

6.4％(３人)

2.1％(１人)

21.2％(10人)

8.5％(４人)

12.8％(６人)

36.2％(17人)

6.4％(３人)

2.1％(１人)
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も考えられる。また、「隠居制」という形をとらずと

も、老夫婦と次世代家族が分離した生活様式は、離島

である壱岐地域の家族文化として根強く存在している

ように思われた。

本研究では女性のうつ病高齢者が男性に比べて68.1

％と高率であった。以前従事していた職業については、

女性では専業主婦、農業が半数に達し、男性と比較し

て対人交流の範囲が狭く、孤立しやすかったという要

因も関与していると考えられる。さらに若年層(子供世

代)の島外への転出の増加という地域性は、高齢者が孤

立に陥り易い状況を作り出している最も重要な課題で

はないかと考えられる。

わが国の自殺問題を考えるうえで、うつ病は極めて

順位の高い危険因子の１つと考えられている 。その

特徴の１つとして高齢の既遂者の割合が高く、自殺の

原因については「健康問題」の占める割合が高いと報

告されている 。また、自殺問題では男性の既遂者の占

める割合が高く、うつ病の既往が多いことが示唆され

ている 。本稿の対象事例では男性５人(男性の22.7

％)、女性５人(女性の10.6％)で自殺未遂の既往が男性

で高率であった。長崎県壱岐保健所は島内の自殺問題

の特徴について、壱岐市の男性では長崎県及び全国よ

り高く、女性では全国より低いが長崎県より高い。ま

た、年齢別では男性が45歳から54歳の自殺既遂者が最

も多く、次いで55歳から64歳の年齢層となっている。

一方、女性では75歳以上の自殺既遂者が多いという特

徴を報告している (表.３)。いずれにしても近年の地

域における保健医療領域の課題として、高齢者の自殺

問題が挙げられていることからも離島に住む高齢者の

自殺予防が重要な対策となる。

筆者らは本研究の調査から、うつ病の高齢者の社会

的背景は個々の状況によって異なるが、それらの中に

うつ病を誘発する危険因子としての「孤立化、孤独化」

を招く要因をはらんでいることが考えられる。近年続

いている子供世代の島外への転出という課題、また従

来から継承されてきた「隠居制」にみられる親子分離

の家族文化など都市圏とは異なる独自の地域性が形づ

けられ、高齢者のうつ病の予防については、地域内、

家族内或いは家庭内の「孤立化、孤独化」を防ぐこと

が重要であるという知見を得た。その対策を行うこと

で、高齢者の自殺予防にもつながる可能性が考えられ

た。

.おわりに

高齢者のメンタルヘルス、また、うつ病の予防を考

えた場合、「孤立化、孤独化」を防ぐ生活の支援が重要

である。島内の高齢者に関する社会資源は、高齢者入

所施設、高齢者通所施設、訪問サービスなど年々整備

されている。しかし、これら社会資源の活用について

は、高齢者が生活上の不安などを相談できる「場」と

「人」の配置が不可欠である。離島という地域特性か

ら精神科医療機関の精神保健福祉士などの相談援助職

の確保が難しい現状のなかで、マンパワーの確保と配

置を強化することが、島内の精神保健福祉の発展に貢

献していくのではないかと考える。

最後に本稿の調査については、筆者が長崎県壱岐病

院に平成26年度出向勤務、平成27年度非常勤勤務して

いた時期に実施したものであり、また本稿については

同病院承認済あることを付記しておく。
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